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１．はじめに
 「情報専門職の養成に向けた図書館情報学教育体制の再構築に関する総合的研究（LIPERプロジェクト）」では，図書館情報学教育のあり方の検討に向けて調査・研究を進めている1)。発表者らは，実態調査グループの公共図書館班として，「公共図書館の職員は図書館職員に必要な知識・技術をどのようにとらえているか」という意識等の実態を把握するためのアンケート調査（以下，2004年調査）を実施した。
　2004年調査は，1989年に東京大学の研究グループが実施したアンケート調査（以下，1989年調査）を参考にしながら，設計，実施された。1989年調査を参考にした理由のひとつは，経年的な変化をみるためである。そこで，本発表では，両調査を比較，分析した結果を報告する。

２．2004年調査の概要
　2004年調査は，以下の要領で実施された。
· 調査時期：2004年9月3日～10月20日
· 調査方法：質問紙法（郵送）・標本調査

· 調査対象：『日本の図書館 2003』（日本図書館協会，2004）掲載の公立図書館から掲載順（主に人口規模順）に10館ごとに系統抽出した175自治体に勤務する「常勤」または「常勤相当（週40時間勤務）の非常勤」の職員
　調査票は，以下の要素からなる。

1 フェイスシート

2 公共図書館職員に必要と思われる知識・技術（領域）の重要性

3 ②において重要と回答した知識・技術（領域）を学ぶ機会

4 自由記述

　調査票は175自治体に発送し，120自治体から回答を得た。有効回答者数は1,266であった。なお，調査票そのものや集計の結果・分析については別稿を参照されたい2)。

３．1989年調査の概要
　1989年調査は，以下の要領で実施された。
· 調査時期：1989年10月

· 調査方法：質問紙法（郵送）・悉皆調査

· 調査対象：『図書館年鑑 1989』（日本図書館協会，1989）掲載データに基づく公立図書館の司書有資格館長
　調査票は，以下の要素からなる。

1 フェイスシート

2 公共図書館職員が持つべき知識・技術（領域）の重要性

3 ②の各項目が図書館学教育において実施されている程度
4 自由記述

　調査対象者は447人，有効回答者は335人（調査対象者の79.4％）であった。なお，調査票そのものや集計の結果・分析については別稿を参照されたい3)。

４．比較の結果と分析
　1989年調査は「司書有資格館長」を対象としていることから，2004年度調査において「司書有資格者」と「館長」という二つのグループを抽出して，②に関して両調査を比較することとした。各知識・技術（「その他」を除く）について，「特に重要」と回答した割合が上位のものから列挙した結果を下表に示す。
　表からは特徴的な傾向をいくつか読み取ることができる。順位に注目すると，「レファレンスサービス」「児童サービス」「資料選択・蔵書構築」が1989年調査と2004年調査のいずれにおいても上位に位置している。一方，大きく順位を下げているものとして「地方公共団体の行財政」「図書館関係法規・基準」「図書館史」がある。また，大きく順位を上げているものとして「著作権」「接遇（・司会）」などがある。
５．おわりに
　今後は，これまでの研究成果をもとに，公共図書館職員（司書）の養成を中心に，図書館情報学教育のあり方を，さらに検討する。
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　　表　公共図書館職員の知識・技術について「特に重要」と回答した割合　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（％）
	順位
	1989年調査（司書有資格館長）N=355
	2004年調査（館長）N=100
	2004年調査（司書有資格者）N=744

	1
	地方公共団体の行財政
	61.4 
	レファレンスサービス
	76.0
	レファレンスサービス
	83.2

	2
	レファレンスサービス
	59.4 
	資料選択・蔵書構築
	60.0
	情報検索
	60.5

	3
	図書館協力・ネットワーク
	38.6 
	接遇
	55.0
	個人情報保護
	59.8

	4
	児童サービス
	35.2 
	情報検索
	47.0
	資料選択・蔵書構築
	57.3

	5
	目録・分類
	34.1 
	個人情報保護
	45.0
	接遇
	57.3

	6
	資料選択・蔵書構成
	33.5 
	コンピュータ・インターネットの利用
	43.0
	児童サービス
	54.6

	7
	図書館資料
	30.1 
	著作権（知的財産権）
	41.0
	著作権（知的財産権）
	54.4

	8
	貸出サービス
	29.0 
	児童サービス
	40.0
	コンピュータ・インターネットの利用
	52.8

	9
	図書館関係法規・基準
	27.9 
	電子情報の組織化・提供
	38.0
	貸出サービス
	41.0

	10
	経営管理
	27.0 
	資料組織（目録・分類）
	37.0
	図書館の自由
	40.7

	11
	オンライン情報検索
	25.4 
	図書館の自由
	36.0
	図書館資料
	39.1

	12
	図書館史
	17.5 
	図書館資料
	34.0
	障害者サービス
	39.1

	13
	社会調査・統計学
	14.1 
	貸出サービス
	32.0
	資料組織(目録・分類)
	37.9

	14
	社会教育・生涯学習
	11.5 
	図書館協力・ネットワーク
	30.0
	電子情報の組織化・提供
	37.2

	15
	コンピュータ（システム、プログラミング）
	10.7 
	経営管理
	27.0
	図書館協力・ネットワーク
	34.5

	16
	図書館の自由
	10.1 
	図書館の機械化
	24.0
	人文科学分野の主題知識
	32.8

	17
	障害者サービス
	8.7 
	社会教育・生涯学習
	24.0
	社会科学分野の主題知識
	32.0

	18
	科学技術分野の主題知識
	7.6 
	社会科学分野の主題知識
	24.0
	自然科学分野の主題知識
	27.3

	19
	出版流通
	7.3 
	障害者サービス
	22.0
	多文化サービス
	26.2

	20
	図書館の機械化
	6.8 
	図書館関係法規・基準
	22.0
	図書館関係法規・基準
	24.5

	21
	ニューメディア
	5.6 
	情報公開
	22.0
	社会教育・生涯学習
	22.8

	22
	著作権
	4.8 
	人文科学分野の主題知識
	21.0
	情報公開
	22.6

	23
	接遇・司会
	3.9 
	多文化サービス
	18.0
	図書館の機械化
	22.2

	24
	人文科学分野の主題知識
	3.4 
	地方公共団体の行財政
	18.0
	地方公共団体の行財政
	17.6

	25
	書誌学
	0.8 
	自然科学分野の主題知識
	18.0
	書誌学
	16.4

	26
	社会科学分野の主題知識
	0.6 
	書誌学
	11.0
	経営管理
	16.4

	27
	特定主題に限定されない広範な主題知識
	0.6 
	集会活動
	10.0
	出版流通
	13.8

	28
	
	
	社会調査・統計学
	8.0
	集会活動
	9.5

	29
	
	
	図書館史
	7.0
	図書館史
	8.7

	30
	
	
	出版流通
	7.0
	社会調査・統計学
	7.0


